第１号様式
平成　　年　　月　　日
公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様
                                                〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　　年度　助成金交付申請書
（助成金の種類　イノベーション推進事業 ／　　　　　　　　　　　枠　）
標記助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　事業の目的及び内容
別紙　事業計画書1、2、3、事業費明細書のとおり
２　助成対象経費及び助成金交付申請額
 (1)　助成対象経費　　　　                   　　　 　　　　円
(2) 助成金交付申請額　　  　　　                   　　　円
【注意事項】












※応募書類の内容については、特別なノウハウや営業上の秘密に関して、あらかじめ法的保護を行なうなど、申請者の責任で対応することに同意します。
※本申請書ならびに事業計画書他の提出書類について、審査終了後、（公財）にいがた産業創造機構が保管することに同意します。
※助成対象者となった（審査に採択された）場合、申込者・事業概要等について、公表することに同意します。
※本事業の応募に係る提出書類に記載された個人情報等について、（公財）にいがた産業創造機構が以下の目的で利用することに同意します。
◇本事業における助成金交付申請者の評価・選定後の管理のため。
◇応募受付後の事務連絡、資料送付ため。
◇応募情報を統計的に集計・分析し、事業者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成するため.
◇（財）にいがた産業創造機構が行なう各種施策・サービスに関する情報の提供のため。
（注１）事業の内容を理解してもらうために有用と思われる資料がありましたら添付してください。
（注２）法人で申請する場合は、過去2ヵ年決算書（個人企業の場合は所得税青色申告書）を添付してください。
（注３）審査結果の採否の理由についての問い合わせには応じられませんので、予めご了承ください。
（注４)申請書内の枠の大きさは適宜変更してもかまいません。（ページがずれても結構です。）




	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　業　計　画　書　１　　　　　　　　　　　　（提出日：平成　　年　　月　　日）

	企業概要
	[企業名]


	[代表者　職・氏名]

[E-mail]
	［業　種］（日本標準産業分類の小分類）


	
	[所在地・連絡先等]

	
	〒　　　　　　-

	
	[ＴＥＬ]　（　　　　　　　　-　　　　　　　　-　　　　　　　　　　）　　　　　[ＦＡＸ]　（　   　　　　-　　　   　　-　     　　　　）

	
	[連絡担当者]　(所属）　　　　　　　　　  　　　　　　（氏名）
　　　　　　　　　（E-mail）
	[創業年月]　明治・大正・昭和・平成　　　　年　　　　　月

	
	[資本金]　　　　　　　　　　　　　　　　千円　[大企業及び大企業役員からの出資の有無]　　あ　り　　（出資比率　　   　％）　・　　な　し

	
	［従業員］　　　常用　　　　　　人　・　臨時　　　　　　人　
	［年間売上高］　　　　　　　　　　　　　　千円（ 平成　 　　　年     期　）

	
	［主な生産・販売品目］
	［主要取引先・販売先］
	　（依存度)


	
	　
	
	%

	
	　
	
	%

	
	　
	
	%

	事業内容
	［助成事業の種類］　 　　イノベーション推進事業　　□地域中核企業枠　　□一般枠

	
	［事業テーマ］


	
	［事業の目的］（研究開発の目的や従来と比べての新規性等について具体的に記載してください。）


	
	［事業の内容］（事業の目的を達成するために行う研究開発の内容・方法等について具体的に記載してください。）


	
	［市場性］　（対象とする市場・顧客、販売戦略等について具体的に記載してください。）



	事　業　計　画　書　２

	事業スケジュール
	[事業期間]　　開始予定日 ： 平成　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　終了予定日 ： 平成　　　　年　　　　月　　　　日

	
	助成事業の実施項目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑦
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑧
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑨
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑩
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[助成金交付実績及び予定]　過去3ヵ年における公的助成金の交付実績及び本申請年度における申請予定（実績）を記載してください。

	年度
	助成金の名称
	事業テーマ
	実施機関（該当に○印）
	助成金額（万円）

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	

	[技術導入計画]　大学や公設試験所、他企業など外部からの技術導入や技術支援を受ける場合は記入してください。

	（技術提供先）


	（技術の概要、導入の方法）

	（契約実施期間）　　　　平成　　  　　年  　　　　月  　　　　日　から　平成  　　　　年　  　　　月　  　　　日まで

	（対価の額と助成対象として期待する額）　 　概算額（                    千円） 　うち助成期待額（                千円　）

	[特許等知的所有権取得計画]　助成事業の関連で知的所有権を取得する場合は記入してください。

	（取得予定技術の概要）


	（取得に関する責任者の団体名・役職名及び団体名）

	（出願予定日）　　　　平成      年   　  月      日  から  平成      年      月      日まで

	（取得に要する経費と助成対象として期待する額）　  概算額（            　    千円） 　うち助成期待額（             　   千円　）　　　　　　　　　　　

	助成金期待額
	事業に要する全経費（円）
	うち助成対象経費（円）
	助成金交付期待額（円）

	
	円　
	円　
	円　


事　業　計　画　書　３
	高付加価値化への取り組み内容　※申請する助成事業が高付加価値化へどのように寄与するか記入してください。

	


　　（金額単位：千円）
	付加価値額の見込み
	１年前
(　年　月期)
	直近期末
（Ａ）
(　年　月期)
	当期見込み
(　年　月期)
	１年後
(　年　月期)
	２年後
(　年　月期)
	３年後（Ｂ）
(　年　月期)
	伸び率（％）
(Ｂ／Ａ）×100

	売上高
	
	
	
	
	
	
	

	うち助成事業に係る売上高
	
	
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益①
	
	
	
	
	
	
	

	人件費②
	
	
	
	
	
	
	

	減価償却費③
	
	
	
	
	
	
	

	付加価値額④
（①＋②＋③）
	
	
	
	
	
	
	

	従業員数⑤
	
	
	
	
	
	
	

	一人当たりの付加価値額⑥(④÷⑤)
	
	
	
	
	
	
	


※高付加価値化への取り組みとして、申請にあたっては④「付加価値額」が、助成事業終了後３年で、１０％以上の向上が
見込まれることが必要です。
（各種指標の算出式）
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費
「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
（付加価値額等の算出方法）
　・人件費：売上原価及び一般管理費に含まれる役員及び従業員給与、福利厚生費等
　・減価償却費：普通償却費（繰延資産償却を含む）＋特別償却費＋リース・レンタル費用（損金算入されるもの）
　・従業員数：就業時間による調整後の人数
	事 業 費 明 細 書

	（１）資金調達内訳
	（金額単位：円）
	（２）助成金相当額(ＮＩＣＯ助成金)の調達方法　　（金額単位：円）
	

	　
	事業に要する経費
	資金調達先
	
	　
	助成金相当額
	資金調達先

	自己資金
	　
	
	
	自己資金
	　
	

	借入金
	　
	
	
	借入金
	　
	

	ＮＩＣＯ助成金
	　
	※（２）に記載
	
	その他
	　
	

	その他
	　
	
	
	合　　計
	　
	　（＝助成期待額の合計）

	合　　計
	　
	（＝事業経費の合計）
	
	◎ＮＩＣＯ提携保証制度活用の有無
	（□をチェック）

	
	
	
	
	
	□　利用しない
	□　ニコットⅠ
　　（つなぎ資金）
	□　ニコットⅡ　
　　（長期資金）

	（３）資金支出内訳
	
	
	
	
	（注）助成金は精算払いとなりますので、助成金支払い時まで　
　　　　助成金相当額の一時的な負担が必要となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）

	経費区分
	種別
	経費内訳
	単価
（Ａ）
	数　量
（Ｂ）
	事業に要する全経費
（Ａ）×（Ｂ）
	助成対象経費
（Ｃ）
	助成金交付申請額
（Ｃ）×1/2以下

（地域中核企業枠2/3以下）

	研　　究　　開　　発　　費
	原材料費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　小計
	　
	　
	　

	
	構築物・　　
機械装置・　　　　　
工具器具費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　小計
	　
	　
	　

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　小計
	　
	　
	　

	
	委託費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　小計
	
	
	

	
	その他    
の経費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　小計
	
	
	

	販売促進費
	販売プロモ
ーション費
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　小計
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　


※　新技術･新製品に係る試作開発･研究、販促PRの経費が対象であり、量産や販売等に資する経費は対象となりません。

※　金額はすべて「消費税抜き」で記載してください。また、交付申請額は千円未満切り捨てで記載してください。
※　単価が５０万円以上のものについては見積書もしくは単価表等の写しを添付してください。

※　販売プロモーション費は助成対象経費総額の20%が上限となります。[image: image1.emf]   
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